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0．研究開発の概要  

１．対象とした政策や政策形成プロセス、およびその課題 
木質バイオマス未利用材のエネルギーとしての利用は、脱炭素化やエネルギーの安全保

障の面からも重要である。木質バイオマスがもつエネルギーの半分以上は熱エネルギーで

あるため、木質バイオマスのエネルギーを効率的に使うためには、熱の利用が鍵となる。 
木質バイオマスの熱利用は、電気と熱を供給・利用する熱電併給（コジェネレーショ

ン）の木質バイオマス発電施設を導入したり、家庭や事業所で薪やペレットストーブを導

入したりする方法があるが、原料の安定的な調達が課題であることに加え、熱利用による

メリットが定量的に評価されておらず、また熱利用を促進する政策もないため、普及が進

んでいない。一方、日本の山に目を向けると、人工林の７割以上が標準伐採期を超えてお

り、木材を積極的に利用することが求められている。 
２．「科学技術イノベーション政策のための科学」としてのリサーチ・クエスチョン 

本プロジェクトでは、木質バイオマスエネルギー活用による経済的、社会的、環境的価

値など、見過ごされている価値を評価し、木質バイオマス熱エネルギーを普及させるため

の仕組みについて、デジタル地域通貨を導入しながら検討することを目的とする。 
木質バイオマスの熱利用を普及させるためには、山から木材を切り出す人、薪やチッ

プ、ペレットなどに加工する人、そしてそれらの木質バイオマスエネルギーを使う人な

ど、川上から川下までさまざまなステークホルダーが、木質バイオマスの利用によって得

られる価値を認識し、理念を共有する必要がある。そこでステークホルダーの理念を結ぶ

役割として、デジタル地域通貨を活用し、木質バイオマス熱利用を普及させる仕組みづく

りについて検討した。 
３．創出した成果により、「誰に、何を」与えたのか 
森林資源を利用することによる経済的、環境的、社会的な価値を可視化し、それらの価値を

結びつける役割としてデジタル地域通貨をデザインした。地域の木質バイオマスを 1 トン消費

することによる、地域内の所得効果や経済循環効果、CO2 削減効果、社会変化の可視化は、

木質バイオマス利活用による効果を言語化できるため、木質バイオマス利活用を目指す省庁、

地方行政のエビデンスとして活用されることが期待される。また、デジタル地域通貨は取引履

歴が記録されるため、CO2 削減量を取りまとめ、CO2 クレジットを創出するためのエビデン

スとして活用されることも期待される。林業従事者の高齢化や減少によって森林の荒廃が進ん

でいるが、木質バイオマスエネルギー利用による環境的価値や地域経済への影響を評価するこ

とは、脱炭素社会や循環社会の形成に寄与し、地方創生の一助となる。本プロジェクトでは、

地域のニーズに沿ったデジタル地域通貨をデザインし、その流通実証実験を行ったが、地域の

ニーズに沿ったデジタル地域通貨をデザインするプロセスや、経済取引だけではなく、環境価

値や社会的価値も取引する設計は、デジタル地域通貨の導入を検討している地域にとって有用

である。 
４．研究開発の達成状況と限界 
木質バイオマス熱エネルギーによる効果を可視化したが、可視化できた部分一部であるた

め、見過ごされている価値もある。また、さまざまな価値の見える化や地域特有の課題解決を

目指してデジタル地域通貨をデザインしたが、地域課題や特性は地域によって異なるため、今

回開発したデザインをそのまま他地域への応用はできない。ただし、本プロジェクトでは、デ

ジタル地域通貨をデザインするためにゲーミング・シミュレーションやワークショップを実施

しており、この方法論は他地域でも応用が可能であり、それぞれの地域に合ったデザインを作

ることが可能である。 
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1．プロジェクトの達成目標 

 本プロジェクトでは、木質バイオマス熱利用に関する環境的、経済的、社会的な価値やイ

ンパクトを明らかにし、木質バイオマスエネルギー熱利用を進めるために、利用者に新たな

インセンティブを付与する仕組みについてデジタル地域通貨を用いて設計し、脱炭素化社

会、共生社会を包含する持続可能な町づくりに展開することを目的とする。 

 

（１）木質バイオマス熱利用の制度と受容性調査による制度政策提案 

現状の木質バイオマス熱利用政策のボトルネックと、消費者側の木質バイオマス熱利用に

対する受容性を明らかにし、熱利用を普及するためのインセンティブ付与の政策提案をす

る。 

 

（2）森林資源・木質燃料利用におけるボトルネックの解明とその解消のための政策提言 

対象地（岩手県内）における森林資源賦存量および資源特性の評価と実際の木質バイオマ

ス利用システムにおける川上（伐採・搬出）から川下（チップ化・熱利用）まで通したヒ

アリング・参与観察により現場ごとの課題を抽出し，木質バイオマス熱利用のボトルネッ

クを明らかにする。その結果を踏まえてボトルネック解消のための政策提言を行う。 

 

（3）木質バイオマス熱利用と地域通貨のシナジーによる社会的価値・便益の評価手法の確

立とエビデンスの構築 

 木質バイオマス熱利用と地域通貨を導入することによる社会的価値や社会的便益を測定す

る、汎用性のある評価手法を確立し、それをエビデンスとして活用しながら、シナジー効

果を創出する社会システムを提案する。 

 

（4）木質バイオマス熱利用を促進しつつ地域社会･経済の活性化を促す、持続的な地域通貨

の管理･流通デザインを設計するための政策提言 

木質バイオマス熱利用を促進しつつ地域社会･経済の活性化を促す、地域通貨の持続的な

管理･流通デザインの設計を確立し、木質バイオマス熱エネルギー利用促進のボトルネッ

クと地域通貨の持続的な流通のボトルネックの両方を解決するための政策提言を行う。 
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2．研究開発の実施内容 

2-1．研究開発実施体制の構成図 

 

〈研究開発実施体制〉 

 
 【グループ１】環境・循環グループと、【グループ２】社会・共生グループの 2 つのグル

ープを設定し、それぞれのグループの成果を集約したデジタル地域通貨をデザインし、流通

実証実験を行い、結果を現地にフィードバックした。【グループ１】環境・循環グループ

は、木質バイオマス熱利用を進めるために川上である森林の課題の抽出や、川下である消費

者側の分析を担当した。二つのテーマがあり（1-1）川下の木質バイオマス熱を消費する側

の制度や受容性を三浦（東北芸術大学）が担当し、(1-2)川上である森林資源の供給に関する

データ整理と課題の整理を原科・山本（岩手大学）が担当した。【グループ 2】社会・共生

グループは、木質バイオマス熱利用による社会、経済、環境への価値創造やインパクトを可

視化したうえで、それらの価値をつなげる仕組みを、地域通貨を導入してデザインする。二

つのテーマがあり（2-1）木質バイオマス熱利用による社会的価値や便益、シナジー効果の

推計を、豊田・山崎（島根県立大学）、横田（東京都市大学）が行った。CO2 削減効果の定

量評価、地域内の所得効果や経済循環効果等の推計を行うことで、木質バイオマス利用によ

る効果の可視化を目指した。（2-2）地域社会、経済循環については、地域通貨の専門家であ

る吉田（上越教育大学）を中心に、小林（札幌市立大学）、宮崎（宮城大学）、藤原（公立小

松大学）がデザインおよびシステム開発を担当した。 
  
 

2-2．実施項目・研究開発期間中の研究開発の流れ 
実施項目① 地域別住宅モデルを構築し、一般暖房方式と太陽光発電とのコスト比較分析 
実施項目② 森林賦存量データを整備し木質バイオマスの課題を整理する 

グループ名：制度・受容性（1-1)
リーダー：東北芸術工科大学三浦秀一
立場：学(自)
・地域別住宅モデルの構築、設備コスト・燃料コス
トの量産効果分析

・バイオマスの住民受容調査、導入シナリオの策定
・海外制度の検証
・法制度的検討・政策提言

グループ名：地域社会・経済循環（2-2)
リーダー：上越教育大学吉田昌幸
立場：学(人)
・地域通貨流通におけるボトルネックの把握調査
・地域通貨のボトルネック解消手法の開発
・地域通貨の流通結果のデータの収集、アップデー
トをはかる実証社会実験

・実証社会実験の成果を政策提言へと繋げる。

グループ名：社会的価値・便益・シナジー効果（2-1)
リーダー：島根県立大学 豊田知世/立場：学（人）
メンバー：竹中工務店技術研究所 山崎慶太・立場：産・学(自)／東京都市大学 横田樹広・立
場：学(自)
・環境（脱炭素・森林保全）・社会・経済への効果に対する社会的価値の構造化
・木質バイオマス熱利用と地域通貨活用がもたらす社会的インパクトのモデル化
・木質バイオマス熱利用・地域通貨によるシナジー効果、域内外のシナジー効果に関する社会
的価値・便益のエビデンスデータ整備
・社会的価値・便益におけるシナジー効果創出・検証手法の整備と政策提言
・ボトルネックに基づき、明らかにされるエビデンスによる、循環共生システムの条件、新し
い仕組みの提案

グループ名：森林資源・木質燃料（1-2)
リーダー：岩手大学 原科幸爾・山本信次
立場：学(自)
・対象地について、GISデータベース構築と森林管
理と木質バイオマス利用に関する調査
・国内・海外事例調査
・熱FITと地域通貨導入のシミュレーション
・現状とｼﾐｭﾚｰｼｮﾝを踏まえた政策提言

研究協力（調査実施・政策提案）
・日本ｻｽﾃｨﾅﾌﾞﾙｺﾐｭﾆﾃｨ協会顧問竹林征雄
・竹中工務店木造・木質建築推進本部
宮崎賢一

・日本木質バイオマスエネルギー協会
澤田直美

政策
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助言

意見・情報交換

＜地域通貨＞ ＜バイオマス熱＞

提案

助言 提案

助言 提案
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・
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意見・情報交換

助言・協力
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実施項目③ 社会的価値とインパクト調査のためのデータ収集 
実施項目④ デジタル地域通貨試験導入に向けての調査 
 

 

実施項目 令和3（2021）年
度 令和4 （2022）年度 令和5（2023）年度 令和6（2024）年度 

【グループ 1：環境循環グループ】 

木質バイオマス熱利用の

海外事例の検証 1-1) 
   

海外事例の検証 
 

地域別住宅モデルの構

築、一般暖房方式と太陽

光発電とのコスト比較分

析、住民受容調査 1-1) 

地域別住宅モデルの

構築、一般暖房方式

と太陽光発電とのコ

スト比較分析 

 
 
 
 
 
 

住民受容調査 

  

木質バイオマス熱利用の 
シナリオ策定 1-1) 

  
 
 

シナリオ策定 

 
 

政策提言 

対象地における森林管理

調査 1-2) 
 
賦存量の調査および現地ヒアリングによる課
題抽出 

 
 

対象地における木質バイ

オマス利用に関する調査 
1-2) 

 
ボイラ及び地域熱供給システムの効率とコス
ト構造など木質燃料につい課題抽出   

国内・海外事例調査 1-
2) 

 
 
 
国内・海外事例調査 

  

熱 FIT と地域通貨導入

の 
政策的支援方法の模索と

政策提言 1-4) 

 
  

 
 
政策的支援方法の模索 

 
政策提言 

【グループ 2：社会・社会グループ】 
社会的価値の調査、社会

的インパクトの調査のた

めのデータ収集 2-1) 

ステークホルダー 
アンケート調査 
 
熱利用と熱電利用
の社会的価値調査 

 
市民アンケート調査 
 

 

 
 
  

社会的価値・社会的イン

パクトの評価、政策提言 
2-1) 

 
 
 

 
 
シナジー効果創出シナ
リオの作成 

 
シナジー効果による社
会的価値・便益のエビ
デンスデータ整備 

 
 
エビデンスデータに基
づく政策提言 

地域通貨流通ボトルネッ

クの把握のための調査と

解消手法の開発 2-2) 

 
 
ボトルネック把握
のための調査 

ボトルネック解消手法
の開発 

 
 
 

 

 
 
 

 

実証実験と政策提言 2-
2) 

  
 
 
実証実験にむけた準備 

 
 

実証実験・政策提
言 

【プロジェクト全体】 

政策の検証 
 
政策検証 自治体との連携 

 
国外政策調査 政策提言まとめ 
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循環共生システムの構築

まとめ 

 連携 WS、環境共生シ
ステムまとめ 連携研究会、第 2 回環

境共生システムまとめ 

 
環境共生システム 
総合まとめ 

 

〈研究開発実施項目〉 

 

2-3．実施内容 
 
2-3-1．木質バイオマス熱利用の制度と受容性調査による制度政策提案 

 木質バイオマス熱利用政策を進めにあたり、消費者側の木質バイオマス熱利用に対する受

容性を明らかにし、熱利用を普及するためのインセンティブ付与の仕組みを検討するため

に、以下の項目について明らかにする。 

・現状における日本のバイオマスストーブとボイラの普及状況を整理する。 

・地域別に住宅モデルを想定し、2030 年までのバイオマスストーブとボイラの導入シナリ

オを構築する 

・石油ストーブやエアコン、すでに導入が進んでいる太陽光発電と、イニシャルコスト、

ランニングコスト、二酸化炭素削減コストの比較分析を行い、補助制度を検討するため

のデータを整備する。 

・住宅の将来的な高断熱化を住宅性能として想定し、全国都道府県別に気象条件を反映さ

せて、ＣＯ２排出ゼロとなる住宅の太陽光発電とバイオマス暖房の構成を明らかにし

た。 

・薪ストーブ、ペレットストーブ導入世帯を対象にしたアンケート調査を行い、エネルギ

ー使用量から CO2削減効果を明らかにした。 

・山形県最上町の住民に対して全町アンケート調査を行い、経済性等も含めた薪を主とし

たバイオマス暖房の受容性を評価する。 

・薪、バイオマス熱の使用と電力の使用を組み合わせたエネルギー全般の使用を地域通貨に組

み込む方法を検討する。 
 

2-3-2．森林賦存量データを整備し木質バイオマスの課題を整理する 

 対象地（岩手県内）における森林資源賦存量および資源特性の評価と実際の木質バイオマ

ス利用システムにおける川上（伐採・搬出）から川下（チップ化・熱利用）まで通したヒア

リング・参与観察により現場ごとの課題を抽出し，木質バイオマス熱利用のボトルネックを

明らかにする。その結果を踏まえてボトルネック解消のための政策提言を行うため、以下の

項目について明らかにする。 

・対象地（岩手県内）における GISデータベース構築による森林資源賦存量と資源特性の

評価 

・対象地における森林管理の実態調査：現地ヒアリング・参与観察による課題抽出 

・対象地における木質バイオマス熱利用の実態調査：ボイラ及び地域熱供給システムの効

率とコスト構造など、特に木質燃料と熱利用形態の組み合わせについてハード面の課題

抽出。 

 

2-3-3．社会的価値とインパクト調査のための調査 

 本実施項目では、木質バイオマス熱利用による見過ごされている環境的価値や経済的価値

を評価するとともに、木質バイオマス熱利用と地域通貨を組み合わせることによる社会的イ

ンパクトやシナジー効果について調査分析を行う。 
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2003 年ごろから自伐型林業と地域経済の活性化を促進するために、地域通貨と木質バイ

オマスを合わせた「木の駅プロジェクト」が全国で実施されてきた。自伐型林業の担い手と

して山に入り作業を行う者へ地域通貨を払い、地元商店で活用できるという仕組みであり、

地域通貨を介して、林業に関わる人と地域商店街を結びつけている。このような地域の林業

に直結した地域通貨が地域内に流通することで、地域住民の意識変化がどのように変容する

のか、間伐材供給者および地域通貨に関与するステークホルダーへのアンケート調査を実施

した。アンケートは共分散構造分析により社会的価値の醸成プロセスにおける地域通貨の役

割の違いについてモデル化し、地域通貨が流通することによる地域社会の意識変化について

可視化する。 

また、持続可能な地域循環システム(LCS)を活用した街づくりに貢献するため、木質バイ

オマスの熱電併給施設の熱と電気のカロリー供給量の実測値を計測し、エクセルギー解析及

び地域乗数解析を実施する。ここでは、既存の熱電供給(CHP)施設の木質バイオマス利用

を、川下の発電所から、川中の燃料工場、川上の森林にまで遡り、資金フロー図を作成し、

経済循環効果を地域内乗数（Local Multiplier）を指標に、経済的価値を所得効果で定量評

価する。また、環境評価をエクセルギーと CO2 削減効果から評価する。CHP 施設は表 1 の

全国 15 か所を対象とする。環境評価では、①CHP 施設で作られたエネルギーが有効に使わ

れているかエクセルギー(Ex)を指標に評価したうえで、②CHP 施設による CO2 削減効果を

定量的に評価する。経済評価は、③地域の所得効果、および④経済循環効果によって推計す

る。 
 

 

L は[森林]と[燃料工場]の距離，L’は[燃料工場]と[発電所]の距離 
 

  

2-3-4．デジタル地域通貨試験導入に向けての調査 

従来の木質バイオマス資源活用のスキームとして「木の駅」プロジェクトがある。それ

らの活動は一定の成果を上げているとはいえ、持続可能性という点では課題がある。そこ

で、「木の駅プロジェクト」の関連団体、デジタル地域通貨発行団体へのインタビュー調査

をもとに、現状の地域通貨のボトルネックを明らかにしたうえで、デジタル地域通貨とア

ナログ地域通貨を用いたゲーミング・シミュレーションをもちいた仮想的なシミュレーシ

ョンを通して、地域のニーズに合った地域通貨をデザイン（地域通貨の利用機会や運営体

制の考案）する方法を開発する。 

また、本調査研究では、デジタル地域通貨が導入できる候補地域を選定して、そこでの

流通実験を行う。候補地の選定においては、地域通貨の持続的流通のボトルネックであ

る、運営上の資金や人材が確保できるかどうかなどの点から絞り込む。また、絞り込んだ

地域通貨導入地域のリーダーとともに、基本流通スキームを修正し、デジタル地域通貨の

表 1 調査対象とする木質バイオマス CHP(蒸気発電含む)稼働施設の概要 
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流通スキームと運営体制を確立させる。 

候補地での流通実験においては、事前に、デジタル地域通貨を用いたゲーミング・シミ

ュレーション上での実験を行い、地域住民の理解を促すとともに、その結果から、必要に

合わせてスキームや運営体制の修正やアプリケーションの微修正を行う。ゲーミング・シ

ミュレーションの実施などを通じて理解の促進を行いがら、デジタル地域通貨を運用して

いく体制を確立させて、地域における流通実験へと移行する準備を行う。 

流通実験では、開発したデジタル地域通貨の使用感だけでなく、持続的流通のボトルネ

ックである運営上の資金や人材の確保、利用者のひろがりの確保などについてどこまで解

決可能であるのかについて検証を行う。 

  

3．研究開発結果・成果 

3-1．プロジェクト全体としての成果 

 

 プロジェクト全体では、木質バイオマス熱利用を進めるための課題を整理したうえで、木

質バイオマス熱利用による見落とされている価値を可視化し、木質バイオマスエネルギー熱

利用を進めるために、利用者に新たなインセンティブを付与するデジタル地域通貨の開発を

行った。 

 木質バイオマス熱利用を進めるためには、川下である消費地の住宅でペレットストーブや

薪ストーブが選択されなければならないが、住宅においては高断熱なオール電化住宅で太陽

光が導入されている家屋が増加する中、エアコンと比較して、木質バイオマス熱需要がある

のか、木質バイオマス熱を選択する経済的メリットがあるのか、住宅側の受容性の調査を行

ったところ、エネルギー需要的にも経済的にも、木質バイオマス熱利用の受容性が高いこと

が示された。また、本プロジェクトでは、住民が直接参画する自伐型林業も想定している

が、その場合の川上である山側の課題を、ハード面、ソフト面双方から明らかにした。 

本プロジェクトでは、木質バイオマス熱利用拡大をめざす仕組みづくりを、「木の駅プロ

ジェクト」を参考に、地域通貨を導入して設計を試みた。「木の駅プロジェクト」では、自

伐型林業実施者にアナログの地域通貨を発行して、地元商店街で利用する仕組みであり、山

に関わる人のインセンティブとなり、その対価として支払われる地域通貨が地域内を循環す

ることで、経済的効果があるが、アナログ地域通貨の管理の手間がかかること、参加する人

が限られていることから、流通量が減少し、持続可能性の課題があった。そのため、木質バ

イオマス熱利用をすることによる、地域全体の価値を見える化するために、地域経済や所得

効果、環境的な価値の創造、社会意識の変化について定量的に評価する分析フレームを整理

した。 

 これらの結果をもとに、木質バイオマス熱を普及させるまちづくりについて、デジタル地

域通貨を導入しながら検討を行った。対象地として山形県最上町を対象に、最上町のニーズ

に合ったデジタル地域通貨をデザインするために、ゲーミフィケーションを取り入れたワー

クショップを実施し、実証実験で用いるデジタル地域通貨を設計した。本プロジェクトで開

発したデジタル地域通貨では、薪や木質ペレットの購入や利用（脱炭素）、地域の子どもの

見守りや除雪などの助け合いの推進（ボランティア）、地域内での消費促進による地域経済

循環の推進（経済循環）、健康活動で得たポイントをデジタル地域通貨に交換する健康活動

の習慣化（福祉）、という 4つの分野の活動を促す仕組みを導入している。2025年 1月 20

日まで実証実験を行い、結果を 3月に現地に向けてフィードバックする予定である。 
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3-2．実施項目ごとの結果・成果の詳細 

3-2-1．木質バイオマス熱利用の制度と受容性調査による制度政策提案 
 住宅の省エネ基準の見直しが進んでおり、今後のバイオマスストーブ導入に際しても、高

断熱なオール電化住宅で採用されるエアコンの暖房と比較しながら導入可能性を探る必要が

ある。オール電化住宅のゼロカーボン化を図るには、太陽光発電との組み合わせが必要にな

る。高断熱化がエネルギー進んだ場合でも、冬の消費量は多く、一日 20kWh を越える地域

がほとんどである。また、北海道、北東北、北陸、山陰の日本海側では、日射量が少ないこ

とから太陽光発電で賄うにも、パネル容量 10kW 以上が必要になり、屋根設置も困難になる

ことが分かった（図 1、図 2）。こうした地域ではバイオマスストーブの導入によって CO2

削減を図ることが重要になる。居住者の受容性に大きな影響を与えるのがエネルギーコスト

であるが、電気代の高騰によってバイオマス燃料の優位性が増している。暖房として最も一

般的なエアコンで暖房するよりも、薪やペレットで暖房する方が安くなる場合もあることが

明らかとなった（図 3）。 
 

 
図１ 高断熱オール電化住宅における 1 月の一日平均用途別電力消費量計算値 

（出典：三浦秀一作成） 
 

 
図２ 高断熱オール電化住宅において 1 月分の電力消費量を賄うために 

必要な太陽光発電パネル容量 
（出典：三浦秀一作成） 
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図３ エアコンと各種ストーブの暖房コスト比較 

（出典：三浦秀一作成） 
 

 
地域域通貨の実験事業を行う山形県最上町において、全世帯となる 2,525 世帯対象のアンケー

トを行い、1,107 世帯から回答を得た。最上町では 7％の家庭が薪ストーブを使っているが、そ

の多くは薪を自己調達しており、作業的な負担と高齢化によって使用者は減っている。しかし、

近年のエネルギー価格高騰もあり、エネルギー支出額を調査した結果、灯油ストーブ利用家庭と

比較して年間約 5 万円、オール電化住宅と比較して年間 18 万円も安くなっている（図 4）。ま

た、アンケートの結果では電気や灯油よりも薪の方が安くなるなら、薪ストーブを使いたいと思

う家庭が３割を超えており、その傾向は若い人ほど強い（図 5）。この結果から薪ストーブの受

容性は高まっていると考えられるが、その多くは割られた薪の利用を求めている。薪の燃料コス

トは自己調達でなくとも、原木で購入して自分で薪割りであれば電気や灯油の 3 分の 1 以下と格

安になることがまだ十分伝わっていない。原木から薪を作る労働によって得られる燃料コスト削

減については具体的な作業の説明まで行うことで受容性も変化すると考えられる。薪割り作業を

効率化してコストを下げることと、薪割り作業を地域通貨で支払えるようにすることで、薪スト

ーブの利用拡大が図れるものと考えられる。また、薪利用による CO2排出削減量クレジット化

を行い、地域通貨の原資とすることも可能である。2023 年 3 月に最上町に設立された地域再エ

ネ会社は電力小売とともに、薪やペレットの供給販売も行うことから、制度設計に入れることを

目指す（図 6）。 
薪利用による灯油代替効果の CO2削減価値は J クレジット相場からすると、原木 1 m3当たり

2,400 円となり、これを薪利用者が得られると大きなインセンティブになる。この価値を最上町

の集落における伝統的な薪利用（図 7）に当てはめると、12 名の薪利用者に対して 20 万円の排

出削減クレジットが生み出される。このような集落での伐採作業においても、かつてのような集

団作業は行いにくく、個人個人で作業を行うことがほとんどとなっているが、作業道の開設費用

は共通経費として出しているところもある。やはり一人では大変なので、個別に作業協力を頼ん

でいる。こうした共通経費や作業協力の対価にクレジットの売却収入を充てることや、それを地

域通貨で支払い可能にすることも考えられる。 
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図 4 最上町の家庭の年間エネルギー支出額（出典：三浦秀一作成） 

 

 
図 5 電気や灯油よりも薪の方が安くなるなら、薪ストーブを使いたいと思うか？ 

（出典：三浦秀一作成） 

 
図 6 薪ストーブの排出削減クレジットと地域通貨の活用案 

（出典：三浦秀一作成） 
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薪利用者 12名：面積 0.27ha、材積 83m3、雑木 468本→排出削減のクレジット価値約 20万円 

図 7 最上町の集落で行われる薪用立木の山（出典：三浦秀一作成） 
 
3-2-2．森林賦存量データを整備し、木質バイオマスの課題を整理する 
１） 研究対象地 
 主な研究対象地は岩手県紫波町およびその周辺地域とした。紫波町では、2012 年から町

内の温浴施設で源泉の加温用として木質チップボイラーを導入し、2014 年からは役場や複

合施設、保育園、さらに 57 区画の分譲地に建つ一般住宅を対象とした地域熱供給事業を実

施している。また、2021 年からは町内の老人福祉施設に小型のガス化熱電併給設備を導入

し、施設への熱供給と東北電力への売電を行っている。これらの事業で使用する燃料用チッ

プは、町内にある紫波農林公社のチップ工場から供給されており、現在では年間約 1,400 ト

ンが消費されている。チップ材の調達については、通常の買い取りに加え、紫波町が 2010
年から実施している「間伐材等利用集積事業」（通称：「間伐材を運び隊」事業）による買

い取りも行われている。この事業は木の駅方式を援用したもので、チップ材の搬入者には 1
トン当たり 1,000 円の現金と 5,000 円分の「エコ bee クーポン」が交付される仕組みとなっ

ている。「エコ bee クーポン」は、町内にある約 30 の指定店舗で使用できる地域クーポン

券である。 
 岩手県紫波町の他に、木質バイオマスの熱利用における課題抽出および解決策の検討のた

め、国内外の事例として、宮城県気仙沼市、山形県最上町、岐阜県高山市、島根県津和野

町、熊本県小国町および南小国町、オーストリアのニーダーエステライヒ州でも現地調査を

実施した。 
 
２）紫波町と周辺域における森林資源賦存量の推定 
対象地（岩手県紫波町およびその周辺地域）の森林資源に関する GIS データベースを構

築した。紫波町を中心とした 5 市町（盛岡市、雫石町、矢巾町、紫波町、花巻市）の民有林

の森林資源データ、道路データ、および数値標高データを整備し、１．制限林でないこと、

２．傾斜度が 30 度以下、３．道路から 100 m 以内の 3 条件を満たす林分を伐採・搬出可能

林分として抽出した（図 8）。チップ工場から 20km 圏を集材範囲とすると、20km 圏内の

森林面積のうち約 55%が伐採・搬出可能林分に該当し、総材積量は約 700 万 m3、年間生長

量は約 9.6 万 m3であった。一方で、紫波町内に限定すると総材積量は約 100 万 m3、年間生

長量は 1.3 万 m3 となった。年間生長量を重量に換算すると、生重量でそれぞれ約 7.7 万ト
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ン、1 万トンとなる。この半分程度は用材として用いられることや、伐採搬出の採算性とい

った経済的側面も考慮すると、実際に燃料材として供給可能な木質バイオマス量としては、

町内からは最大でも年間数千トン、20km 圏内では数千～数万トン程度と推定される。 
 

 
図 8 伐採・搬出可能な林分の分布 

 
３）森林資源・木質燃料利用におけるボトルネックの解明とその解消のための提案 
 一般的に、チップや薪、ペレット等の木質バイオマスの熱利用があまり進んでいない理由

としては、コストの高さ、供給体制の未整備、設備導入のハードル、技術的課題、支援政策

の課題、ライフスタイルの変化、化石燃料への依存（化石燃料に対する経済的劣位）などが

挙げられる。ここでは、主に紫波町における木質バイオマス利用システムについて、川上

（森林管理・伐採・搬出）と川下（チップ工場、熱利用プラント）における現場レベルでの

実態調査と各地の事例調査からわかったことを中心に森林資源・木質燃料利用におけるボト

ルネックの解明とその解消のための方策について提案する。 
川上側としては、森林管理・伐採・搬出の現場において、岩手県紫波町の林業の非専従者

を中心とした 5 つの団体へのヒアリング・参与観察による実態調査を実施した。これらの団

体は森林所有者や地元住民から構成される地縁グループと、特定の活動場所を持たずに町内

外の都市住民も含めた目的志向グループの 2 つのタイプに大別されることが分かった。いず

れの団体も林野庁の森林・山村多面的機能発揮対策交付金や岩手県の県民参加の森づくり促

進事業、もしくは紫波町の間伐材等利用集積事業（間伐材を運び隊）を活用して活動してい

たが、一部で支援策が十分に活用されず木質チップ材としての利用に結びついていないこと

が明らかになった。これを解消するために一部の団体間では仲介役やコーディネーターとし

て紫波町役場や農林公社の他、NPO 法人や一般社団法人、役場職員 A 氏などが重要な役割

を果たしていることが分かった（図 9）。一方で、どの団体でも薪の利用は活発に行われて

おり、薪に対する関心は高かった。目的志向グループの一団体では、所属メンバーによって

2023 年度から林野庁の森林・山村多面的機能発揮対策交付金を活用して特定の地区の森林

管理を継続的に行う別団体を設立する新たな動きがみられた。2024 年度からは、同交付金

を活用して、さらに別の地区の森林管理を行う団体を設立する動きも見られており、既存の

制度を活用するノウハウの獲得が多様な団体による森林管理とバイオマス材の供給に大きな
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役割を果たす可能性が示唆された。 

 
図 9 岩手県紫波町における森林管理団体と各種コーディネーターとの関係 

 
川下側としては、木質チップによる地域熱供給、温浴施設への熱供給、老人福祉施設にお

ける小型ガス化熱電併給を取りあげ、事業者へのヒアリングによって実態調査を行った。い

ずれの施設も紫波農林公社のチップ工場から燃料供給を受けている。紫波農林公社のチップ

工場へのチップ材の搬入量のうち、約 45％が間伐材等利用集積事業（間伐材を運び隊）に

よるものであり、それ以外の森林組合や素材生産業者、製材所等からの通常買取分に匹敵す

る供給源となっていることが分かった。また、それぞれのプラントでは初期コストの問題や

技術的課題、採算性の問題などを抱えていることが明らかになった。 
 以上の調査結果と他地域での事例調査の結果から、森林資源・木質燃料利用におけるボト

ルネックとその解決策について、以下の 7 点に整理した。 
① 林道までの搬出コストの高さ 
林内のような不整地では、伐採木を林道まで搬出する作業は多大な労力を要する。特に直

径 50 cm を超えるような大径木では人力での搬出は難しく、用材としての高い価値が見込め

ない場合は林内に放置されることもある。ウインチ等も用いられるが、ワイヤーの長さや地

形的な制約によっては使用が困難となることもある。 
解決策としては、第一に路網整備の推進である。日本の平均路網密度は 19 m/ha であり、

日本と同様に山がちな国土をもつオーストリアの 87 m/ha と比較すると 1/5 程度しかない。

日本で路網整備が進まない理由のひとつに細分化された土地所有の問題があり、このため合

意形成が困難となることがある。紫波町内の１つの地縁団体では、地元住民である代表者の

人的ネットワークを活かして合意形成をスムーズに進められた事例もみられた。低コストで

の作業道等の作設については、地域住民による DIC (Do It by Community)の視点も重要で

あり、各地で実施されている研修会等を通じた地域住民の技術力向上も併せて行っていく必

要がある。 
第二の解決策としては、低コストな搬出技術の開発・普及である。10 年ほど前から土佐

の森方式の軽架線集材など比較的安価（軽架線キットで 20 万円）な技術も見られるが、最

近では、電動小型搬出機「山猫」（㈱小友木材店）など手軽に使える機材も開発されてい

る。「山猫」は、購入価格は 50 万円だがレンタルなら月 2 万円で利用できる。1 回充電で 2
時間連続使用可能で、200 kg の材まで運搬できる。本体重量が 60 kg のためベニヤ板で車

両に積載して運ぶことができる。 
② 高齢化により大径木化した森林の管理の難しさ 
かつては里山として地域住民によって管理されていた森林が放置されたことで大径木化

し、地域住民には管理が困難になっている状況がある（図 10）。このため、森林を若返ら
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せ、地域住民でも管理しやすい森づくりを推進していくことが解決策になり得る。例えば、

15-20 年ぐらいの短伐期・萌芽更新による薪炭林を再生することで、素人でも扱いやすく、

材の搬出も容易な森林を作っていくことが考えられる。こういった里山林の再生は、ナラ枯

れ対策や、野生動物との緩衝帯としての機能、生物多様性の向上といった副次的な効果も期

待できる。紫波町では、松くい虫の被害に深刻な問題となっているが、アカマツが立ち枯れ

ている森林の下層には、コナラ等の広葉樹が生育・更新中の場所が多くみられる。こういっ

た場所が薪炭林再生の場として期待できる。現在、オーストリアでは、木材生産用の高木と

燃料材用の低木を組み合わせた中林施業が見直されている。これを日本にも導入することも

今後検討していく価値がある。 
③ 伐採木を搬出・輸送するインセンティブ 
 伐採木を搬出・輸送するインセンティブが、その労力を上回らないとバイオマス材の供給

につながらない。紫波町では一部の団体からは、エコ bee クーポンの使い勝手の悪さから、

チップ工場に材を搬入しないという声も聞かれた。このため、クーポンが利用できる店舗を

増やすといった利便性向上の努力が必要である。気仙沼市の事例では、トン 6000 円の買取

価格のうち現金と地域通貨を 3000 円ずつで支払っている。地域通貨で買い取る場合も、利

便性が高く魅力的な地域通貨にする工夫が必要である。 
一方で、いずれの団体においても薪としての利用への関心度は高かった。薪ストーブへの

補助といった既存の取り組みの他、薪利用のカーボンクレジット化によるインセンティブ向

上なども考えられる。この場合、クレジット化の手続きを取りまとめる仕組みづくりも併せ

て検討していく必要がある。 
④ 支援制度の運用上の問題 
 森林山村多面的機能発揮対策交付金等の支援制度が山林所有者に十分に届いていないとい

う運用上の問題がある。事務手続きや書類作成作業が煩雑だったり、事務局担当者に負担が

集中するといった問題もみられる。紫波町では一般社団法人が中間支援組織として、支援制

度の山主への周知や事務手続きの代行など行い、支援制度の運用上大きな役割を果たしてい

る。こういった支援制度運用のための中間支援組織の活用は、解決策のひとつとして期待で

きる。 
山主と作業者のマッチングも重要な問題である。紫波町では役場職員や NPO 法人がコー

ディネータとして大きな役割を果たしている実態が明らかになった。気仙沼市でも、山主と

林業従事希望者のマッチング制度として 2018 年から「森ワーカー制度」を創設している。 
⑤ 周辺設備への初期投資のハードルの高さ 
 事業者への聞き取りでは、ボイラー等の主要設備だけなく、建屋やサイロといった周辺設

備への初期投資に思いのほか費用がかかったとの声が聞かれた。これらの設備は、これまで

の設置実績が乏しいため、業者の言い値にならざるを得ない側面がある。補助金などの支援

策の強化の他、既存施設の活用や DIY といったコストダウンの工夫も解決策になり得る。

例えば、岩手県花巻市の富士大学では、学生寮の給湯と床暖房用にチップボイラーを導入し

ているが、使っていない駐輪場をチップ材のストックヤードとして利用したり、サイロを

DIY で作るなどの工夫によりコストダウンに成功している。 
⑥ ガス化熱電併給技術の未成熟さ 
 ガス化による熱電併給技術は未だに技術的に難しい点が多く、この点が技術の普及のボト

ルネックとなっている。紫波町と気仙沼のいずれの事例においても、安定的に運用できるま

でに 2 年程度の時間を要したとのことである。技術的課題を解決するには、運用技術・ノウ

ハウの蓄積と共有が必要であるが、一方で、含水率が低くサイズが均質な高品質のチップを

供給する体制の整備も重要である。気仙沼市では、ガス化熱電併給用のチップ製造に適した

スクリューチッパーを導入することで高品質なチップ生産が可能となった。 
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⑦ プラントの採算性の問題 
 プラントの採算性は事業継続において最も深刻な問題である。紫波町の事例でも特に地域

熱供給事業は、2024 年から第 3 セクターの別会社への事業継承を行っており、かなり厳し

い状況にあると言わざるを得ない。熱供給施設では、熱 FIT 等の政策的支援や、カーボン

クレジットの取得等を検討する必要がある。また、一般的には薪ボイラーは燃料投入の自動

化ができないため敬遠されがちだが、条件によってはコストダウンの有効な方策になり得

る。薪ボイラーが導入されている熊本県小国町の温浴施設では、同敷地内でレストランと宿

泊研修施設を管理運営している財団法人が、敷地内で木の駅、薪加工場、ストックヤードを

一体的に運用しており、職員が交代で薪投入作業を担当することで、燃料代の削減に成功し

ている。 
 調査対象とした紫波町と気仙沼市のガス化熱電併給施設では、いずれも採算は取れている

が、収入の大部分が売電によるものとなっている。視点を変えれば、売電収入が熱供給事業

の採算性確保の方策にもなり得るということである。紫波町以外で調査対象としたガス化熱

電併給施設は、いずれも発電と売電収入のみを目的としており、熱需要が無いところに施設

を建設した後、熱の活用方法を検討する傾向にあった。資源の有効活用という点からは、ガ

ス化熱電併給施設は、熱需要がある場所での熱供給をベースとして考え、売電収入は採算性

確保のための方策として考えるといった発想の転換も必要である。 
 

 
図 10 目的志向グループによる森林管理活動の様子 

（出典：原科幸爾撮影） 
 
3-2-3．社会的価値とインパクト調査のためのデータ収集 
 1) 岐阜県高山市を対象に、「木の駅」プロジェクトに参加している市民と木質バイオマス

活用促進事業補助金を受けて木質バイオマスストーブを購入した市民の地域経済効果に対す

る価値構造を比較分析した。共分散構造分析による多母集団同時分析の結果、「木の駅」参

加市民は地域通貨利用を地域経済効果として認識する一方、補助金利用市民は地域社会への

効果を重視していることが分かった。とくに、木質バイオマスストーブ購入を契機としたイ

ベント学習の機会、高齢者の社会活動の機会創出等が重要である（図 11）。 
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図 11 高山市「木の駅プロジェクト」参加市民による地域経済効果への価値構造モデル 
（出典：横田樹広作成） 
 
2) 愛媛県内子町を対象に、森林・林業体験イベント「ワンフォレ（ワンツーツリーフォレス

ト）」参加者（回答者数 93 名）と愛媛県を対象とした Web アンケートで森林活動に参加し

たことが無いと回答した市民（回答者数 528 名）を対象に、地域のバイオマス利活用の効果

に関する意識を比較分析した。地域のバイオマス産業や木材関連産業への貢献による地域経

済効果、地域通貨による森林管理の担い手拡大に対する効果ともに、活動経験のない市民よ

りもワンフォレ参加者の方が有意に高い結果となった。一方、地域通貨の認知の有無は、こ

れらの傾向に影響しなかった。地域通貨自体が地域経済にとって重要と認知されているわけ

ではなく、参加による社会的効果の認知自体が重要と考えられる。山形県最上町での地域通

貨の導入効果の実証では、地域経済への貢献意識とともに、社会的効果につながる地域通貨

の活用状況、個人的経験やライフスタイルとの関係について把握するためのアンケート調査

を実施し、実証実験前後の比較を行う。 
 
3）全国の川上の丸太供給、川中の燃料施設、熱電供給(CHP)施設から最終的な電力・熱需

要まで遡り、地域循環システム(LCS)全体の、環境、経済的評価を実施した。環境評価で

は、①LCS で木質バイオマス資源がどれだけ有効に使われているかについて、エクセルギ

ー(Ex)利用率を指標に評価し、また②LCS による CO2削減効果を定量的に評価した。経済

的評価では、③LCS の経済循環効果、④LCS の所得効果を、それぞれ求めた。 

 なお環境評価は、川上の丸太供給から、川中の燃料工場、川下の電力・熱の需要までのエ

ネルギーフロー図を作成し、CO2発生量を考慮に入れ、丸太 1t 当たりの CO2削減量を推計

する。次に、フロー図からエクセルギー(エネルギーの価値)消費パターン図を作成し、木質

燃料を投入エクセルギー(Ex)、CHP の電力と熱消費を最終需要エクセルギーとして（図

12）、どれだけエネルギーが有効に使われているのか、エクセルギー利用率（Ex 利用率）

を求める。 
電力需要 Ex 利用率[%]= (電力需要 Ex)÷投入された木質燃料化学 Ex×100 
熱需要 Ex 利用率[%]= (熱需要 Ex)÷投入された木質燃料化学 Ex×100 
Ex 利用率[%]= 電力需要 Ex 利用率[%]+熱需要 Ex 利用率[%] 

エネルギーの
地産地消

地域社会
への効果

環境機能への
効果

景観改善

土砂災害
防止

獣害減少

多様な生き
物の生息

炭素固定

イベント
学習の機会

高齢者の
社会活動

地域のバイ
オマスエネ
ルギー利用

地域産木質
燃料の利用

Enepo入手希望地域経済への効果 加盟店舗の利用

0.77
0.87 0.74

0.44
-0.03

0.170.110.63-0.420.27
-0.400.37

0.91

0.88

0.97

0.83
0.840.700.810.900.63

「木の駅」参加市民（N=58）の価値構造モデル CFI=0.944

0.660.63
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① エクセルギー(Ex)利用率による評価 

Ex 利用率による評価は、数十年の太陽光を消費して形成された木質バイオマス資源(化
学エクセルギー)がどれだけ有効に使わ

れているのかを示している。 
 例えば、図 13 に、対象施設(e)の(a)エ
ネルギーフロー図と(b)Ex 消費フローを

示している。木質燃料工場で化石燃料や

バーク材などを投入して、水分量 8％の

高い Ex をもつペレット燃料を製造し、

これが[熱電供給装置](電力 165kW、熱

出力 260kW)で消費され、電力 Ex と熱

Ex(353K)が産み出される。電力 Ex
は、[電力機器]で消費された後、空調熱

Ex(328K)、給湯熱 Ex(338K)、照明光

Ex として最終消費される。熱 Ex は、

[熱回路・熱廃棄]で消費された後、隣接

する温泉施設で給湯熱 Ex(338K)として

最終消費される。この CHP での電力需

要 Ex 利用率、熱需要 Ex 利用率は、そ

れぞれ 7.5%、1.6%、Ex 利用率は 9.1%
となる。同様にほか施設でもフロー図を

作成し、全国の CHP 施設の Ex 利用率

を可視化した。 
チップ利用の 40kW 小型ガス化発電

CHP(h、 j、 k)は、オンサイト燃料乾燥

で 24h 熱利用し、かつ電力・熱需要に依

存した部分負荷で運転できるので、Ex
利用率が高くなっている。熱利用がある

ペレット利用 CHP(c-f)では、燃料乾燥

 
図 12 木質バイオマス CHPのエクセルギー消費パターン 

 
(a) エネルギーフロー 

 
(b)エクセルギー消費フロー 

図 13ペレット利用 CHP165KW施設 ((e) ) 
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に熱を利用する(c)と、熱出力が 120kW と小さく、1 年間 24h の安定した熱負荷が想定

される病院に適用し、かつ空調・給湯熱利用が建築・設備の設計計画時から組み込まれ

ていた (d)の熱需要 Ex 利用率が高かった（図 14、図 15）。 

 
          図 14 エクセルギー利用率の比較             図 15丸太 1t当たりの CO2削減率の比

較 

 
② 丸太 1t 当たりの CO2削減効果 

上記①で収集したエネルギーフローのデータをもとに、丸太 1t あたりの CO2削減量を算

出した。燃料がペレットの施設(a~g)は、チップの施設(h-m)と比較して、燃料工場からの

CO2排出量が若干多いが、長い輸送距離に起因する CO2排出量が大きい(j)、(k)は、CO2排

出量の合計値が、ペレットの施設と同等になった。熱利用の有無が総 CO2削減量に大きく

影響する。燃料工場でバイオマス発電所の電力を利用している(m)では、燃料工場からの

CO2排出量が著しく小さく、施設による CO2削減効果や、CO2削減効果を大きくする条件

など明らかになった。 
 

③ 経済循環効果 
まず、川下から川中、川上までの 1 年間の域内・域外調達の資金フロー図を作成する。エ

ネルギー施設の売上金が地域内の燃料工場や林業部門など他の部門にどれだけ流れ、循環し

ているかを明らかにする地域内乗数（Local Multiplier）である、LM4（地域内乗数 4）を

求めて比較し(Justin Sacks、 2002)、その要因を分析する。LM4 は、Round 1(R1)を発電

所全体、Round  2 (R2)を[発電所]の域内投入、Round 3 (R3)を[燃料工場]の域内投入、

Round 4 (R4)を[森林]の域内投入として、それぞれの Round での賃金や資材、融資返済な

どの域内循環の合計額 R1、R2、R3、R4 を求め下式で計算する。 
 
LM4 = (R1+R2+R3+R4) / R1…式（１） 
  =R1/R1+R2/R1+R3/R1+R4/R1 
地域内乗数 LM4 は、地域で新たに生み出された利潤や付加価値を表しているのではな

く、 [発電所]のエネルギー売上高が、 地域内にどのくらい巡回したのかを示している。 
図 16(Ⅰ)、(Ⅱ)、(Ⅲ)に、ペレット利用小型 LCS(e)、チップ利用小型 LCS(h)、チップ利

用大型 LCS(o)、それぞれの発電所～燃料工場～森林の資金フローを示す。(Ⅰ)の資金フロー

は、[発電所]で、(Ⅱ)と比較して燃料購入の占める割合が高い一方、発電出力 kW 当たりの

発電所維持人件費・設備が低いため、融資返済が地域内であれば、 R2/R1(=0.91)が (Ⅱ)の
0.82 より高くなり、LM4 は 2.39 になっている。 

(Ⅱ)の資金フローは、 (Ⅰ)に比べると、[発電所]では、燃料購入が占める割合が低くなる

が、 [燃料工場]では、人件費と設備費・電気代などの R2 での割合が低くなった結果、域内

原木購入の R2 に占める割合が高くなり、 R3/R1 (=0.34)、R4/R1(=0.26)が、(Ⅰ)のそれぞ

れ 0.30、0.18 より高くなるため、LM4 は(Ⅰ)と同等の 2.40 になる。 
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(Ⅲ)の資金フローは、原木量が大きいため、[発電所]に支払われた総額の内、[燃料工場] 
への巡回額(=チップ購入費/R1)は 54%、 [燃料工場] での[森林]への巡回額は 37%(=域内原

木購入費/R1)であり、それぞれ 45%、28%の(Ⅱ) の LCS(h)より高くなる。これらが寄与し

て、(o)の LM4 は(Ⅰ)、(Ⅱ)と同等以上の 2.64 であった。 
図 17 に、表 1 の CHP 施設の LCS の資源フロー図を基に LM4 を算出した結果を示す。

(c)、(n)は融資返済に地域外金融が含まれているので、R2/R1 が若干低くなっている。熱利

用ペレットが R1 に含まれている(a)、(b)を除いた(Ⅰ)の LCS(c～g)に比べて、(Ⅱ)の LCS(h
～m)、(Ⅲ)の LCS(n、 o)のチップ利用 LCS は、図２(Ⅱ)の解析結果と同様に、R3/R1 が若

干高く、R4/R1 が高い傾向が認められる。 (a)、(b)では、燃料用ペレットの追加により、

[発電所]燃料代購入費→[燃料工場]域内原木購入費→[森林]域内投入費の、LCS 地域内巡回

量を増やしたことが寄与し、LM4 を高めたと考えらえる。 
森林資源を利用する LCS が地域内経済循環効果に寄与できる条件として、 [燃料工場]で

の原木供給と [発電所]での燃料供給が域内投入であり、[発電所]の融資返済が地域内金融で

域内投入であることが挙げられた。また、地域内循環を高めるためには、[発電所]での域外

支出の大きな部分を占める、域外の発電所維持設備費を減らし、域内調達されることが課題

である。 
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(Ⅰ) ペレット利用小型 LCS(e) 

 
(Ⅱ)チップ利用小型 LCS(h) 

 
(Ⅲ)チップ利用大型 LCS(o) 

図 16 LCSでの発電所～燃料工場～森林の資金フロー 

 
     図 17 LCSの LM4 比較      図 18 丸太 1t当たりの域内所得の LCS比較 
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④ LCS の所得効果 
上記③と同様に、[発電所]、[燃料工場]、[森林]の域内所得を足し合わせ、LCS フローで

の丸太 1t 当たりの所得を求め、地域内でどれだけの所得効果をもたらしかについて比較す

る。図 18 に、 15 施設の丸太 1t 当たりの域内所得を、[発電所]、[燃料工場]、[森林]別に比

較した結果を示す。燃料工場での所得の差に起因している。(Ⅰ)の [燃料工場]では、付加価

値が高い燃料を生産して[発電所]や熱利用機器に供給するため、[燃料工場]の所得が大きく

なった。ペレットは、チップに比べて輸送効率がよく、貯蔵のスペースが小さく、自動供給

が容易であるため、熱利用機器による需要の拡大が期待でき、LCS の地域内巡回量を増や

すことで、さらに LM4 と域内所得効果も高めることができ、域内森林資源の利用による

LCS での街づくりに寄与できる。 
 
木質バイオマス熱電供給(CHP)15 施設の調査により、川下の発電所から、川中の燃料工

場、川上の森林にまで遡り LCS の資金フロー図を作成し、地域内乗数 LM4 と丸太 1t 当た

りの域内所得を求め、経済循環効果と経済的価値を評価し、比較した。計画時では、発電所

での融資返済が地域内金融で、燃料工場での原木購入が概ね域内であれば、LCS の LM4 は

2.07～2.6 で地域内経済循環に貢献するが、稼働後では、熱利用機器を含めて木質燃料を増

やすとともに、できるだけ地域で装置メンテナンスを肩代わりして、域外となる発電所維持

設備費を減らすことで LM4 を向上させることができる。域内所得は、ペレット利用小型

LCS が 0.5[万円/t-丸太]以上(一部を除く)となり、チップ利用小型 LCS、チップ利用大型

LCS に比べて高いが、同じ[燃料工場]から複数の近接した発電装置(L’<5km)と熱利用機器

に燃料が供給されるので、集材量が数千 t/年以上となり、地域通貨を活用して、林業へ地域

住民が参画する、[森林]での持続可能な丸太供給を担保するための仕組み作りと、森林資源

保全と木質バイオマス利用を促進する市民意識醸成が求められる。環境的価値とシナジー効

果を得るための条件としては、LCS の Ex 利用率を上げる、川下で CHP 熱供給とマッチン

グする、燃料乾燥に加えた熱需要の出口設計が挙げられた。 
現在国内で稼働している CHP のガス化炉は海外製、欧州製のものがほとんどであり、ト

ウヒ(スプルース)と呼ばれるマツ系の原料を使用しているのに対し、日本で主に使うスギ材

は日本の固有種である。スギはアカマツに対してカリウム(酸化カリウム)の吸収量や含有量

が 2 倍以上であり、これが要因となって溶融温度の低下、クリンカなどの発生で、導入当初

は、安定稼働ができなかったという事例が多く報告されていた。これに対して、カラマツ材

を一定量混入させたり、特殊な薬剤を添加させたりする対策が進み、機器の稼働が安定し、

現状は運転員にも過度な負担はかからないようになっている。 
一方、輸入 PKS を混焼し、輸入バイオマス燃料を使う数十 MW～数百 MW クラスの大規

模蒸気式発電プラントと違い、本報で取り上げた CHP は、発電出力が 2MW 以下、あるい

は 5～6MW で、ほぼ全て中山間地域で、需要がないため、除伐、間伐がされずもやし林と

なった森林に手を入れ、切り捨て間伐材を使った、健全な森づくりと、地域経済循環、域内

所得と雇用の増加による地域社会の活性化を目指している。しかしながら、地域の労働人口

は減少し続けており、今後は労働力不足と人件費の高騰が懸念される。一方、上記大規模発

電プラントとの競合も要因となり、燃料となるチップ価格、丸太価格も経済状況に合わせ上

昇しており、現状の FIT 売電による固定価格の買取では採算性が成り立ちにくくなってい

る。前述したように、CHP は概ね輸入製品で、同じ CHP を建設しようとすると、円高の影

響で 4～5 年前に比べて 1.5 倍の費用がかかり、FIT 制度の見直しや発電所に対する補助金

制度の改正を盛り込まなければ、今後本報と同様な新たな CHP を建設しての地域循環シス

テムの普及は進まないと予想される 2)円高は、稼働中も、頻繁に交換される CHP の部品が

ほぼ全て輸入品であるため、[発電所]でのメンテナンス費用のコスト高と、[燃料工場]での
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電気代(図 16(Ⅰ))の値上がりをもたらし、それぞれでの域外支出を増やし、フロー全体の地

域内乗数と収支を悪化させている。特にガス化方式は国内のエネジニアリングが皆無であ

り、ガスエンジンを含めて装置の保守管理が国内で調達できるように、純国産プラントの育

成が今後の大きな課題である。 
以上から、脱炭素投資でもある、地域の森林資源を活用したバイオマスエネルギーの利用

により、地域の主体が事業に出資し事業の所有者となり、地域内で燃料を調達することで、

地域経済に新たな事業と雇用を創出し、事業の利益を広く還元した地域貢献の効果を、フロ

ー全体で「見える化」できる手法で、地域循環効果と経済的価値により検証できた。さら

に、CHP の電力に加えた熱の効率的な利用による、森林資源を有効に利用して脱炭素に寄

与する環境的価値と、レジリエンス対応による社会的価値が加わることで、物質循環のみな

らず、地域の活力向上に資する、環境・経済・社会の統合的向上が図られた LCS、地域循

環共生圏が実現できる。 
 
 
3-2-4．デジタル地域通貨試験導入に向けての調査 
 視察を行った島根県津和野町では、木質チップを活用したガス化発電所、薪ストーブの導

入の促進を進める業者、地域おこし協力隊の仕組みを活用した林業の担い手を育成する行政

の担当者と協力隊の制度を活用して自伐型林業を学ぶ人へとそれぞれインタビューを行うこ

とができた。ガス化発電や薪ストーブでの木質チップや薪の活用が進むことによって、木質

バイオマス熱利用がより促進されるが、その一方で、現状ではガス化発電において 100％稼

働するためには、間伐材のみならず建材に用いられる木材なども利用しなければならない現

状がある事を知った。 
自伐型林業の担い手を増やすために「木の駅」型の地域通貨を活用することができるが、

それは、紫波町や高山市で活用されているスキームは基本的に自伐型の林業の担い手として

山に入り作業を行う者への対価として地域通貨を支払い、地元商店で活用できるというもの

であった。しかし、このスキームでは、木質バイオマスの素材を提供する側のみに地域通貨

が支払われるのみであり、木質バイオマスの利用者（熱エネルギーや間伐材の利用者）に対

しては提供されることはない。それゆえ、紫波町のケースでも見られたように、地域通貨の

流通が「山に入って入手し、地元商店で使う」という一方通行の状況になっており、これ

が、地域通貨の持続的流通のボトルネックとなっていた。 
そこで、その解消方法として、従来の木質バイオマス資源の提供者と地元商店のみなら

ず、木質バイオマス資源の利用者や地元自治体、直接木質バイオマス資源を活用しない地域

住民や、地域の森林資源との関わりを持てる非地域住民なども流通主体に組み込み、それぞ

れが地域通貨の活用によりメリットが生まれるような「木質バイオマス熱利用による循環経

済」を「地域の自然・経済・社会関係資本による多層的な経済圏」として構築することがボ

トルネックの解消に寄与すると考えるようになった（図 19 参照）。 
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図 19 木質バイオマス熱利用による循環経済 

（出典：吉田昌幸作成） 
 

 具体的な流通スキームに関しては、図 20 に示されているが、基本的には木質バイオマス

熱資源の提供者に対しては、従来の「木の駅」スキームと同様に、作業に応じた報酬として

地域通貨を提供し、木質バイオマス熱資源の利用者には利用料に応じてポイントとして地域

通貨が提供される。具体的な支払報酬やポイントの割合については、活用できる助成金や補

助金により、これについては来年度の研究課題となる。また、従来の「木の駅」では利用で

きる商店が十分にない地域などがあるため、利用も限られるが、同様のスキームを導入する

複数の地域で共通のデジタル地域通貨を導入することによって、他地域の商店でも利用でき

る。共通のデジタル地域通貨を導入する地域間で緩い連携がとれることによって、木質バイ

オマス熱利用による循環経済はネットワークの形で徐々に広がっていくことが可能となる。 

 
図 20 デジタル地域通貨の流通基本スキーム 
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このような流通スキームを核として、地域内の相互扶助等の活動も絡めていくことで、木

質バイオマス熱利用も促進される「地域の自然・経済・社会関係資本による多層的な経済

圏」を構築し、持続可能な木質バイオマス熱利用の循環経済の形成を目指す。具体的なデザ

インは、各地域におけるステイクホルダーとの連携の中で策定していかなければならない

が、そのためのツールとして、ゲーミング･シミュレーションを活用した。 
プロジェクトで得られた結果をもとに、山形県北東部にある最上町（人口 7599 人、2794

世帯）を対象に、デジタル地域通貨による流通実証実験を行った。最上町は、森林面積が

84％を占めており、薪炭共有林もあり、現在でも活用されている。現在、最上町では木質バ

イオマスエネルギー熱電併給施設が導入されており、薪、地域の森林資源を木質バイオマス

エネルギーとして活用した地域冷暖房システムを運用している。また、もがみ地産地消エネ

ルギー合同会社によって、太陽光の電力小売事業が行われており、「木の駅」も行われてい

る。既に木質バイオマスの熱利用の体制ができており、そこにデジタル地域通貨を導入する

ことによって、より持続的な木質バイオマス熱利用の体制を構築すると共に、町内における

様々なボランティアやサービスにも活用できるようなスキームを構築することが目的であ

る。 
 地域通貨を導入には、何のための地域通貨なのか、利用者たちの理念の共有が重要である

ため、デザインのための会議やワークショップを実施し、また住民説明会等を実施した。

2023 年 6 月最上町役場に対してプロジェクトの概要説明と調査協力依頼を行い、2023 年 9
月に地域通貨の発行組織のメンバーとなり得る地域のリーダー層の人々を対象にゲーミン

グ･シミュレーションを実施した。開発したデジタル地域通貨の簡易版を用いた地域通貨ゲ

ームを通して、仮想的な状況で電子地域通貨のやり取りを行った。2023 年 11 月は、ゲーミ

ング・シミュレーション参加者を招集し、シミュレーションでの気づきの共有、最上町で導

入する場合の主な流通経路や利用のアイデアを出し合い、それらをつなぐことで流通経路の

設計を行った。2024 年 1 月には、実証実験用の発行組織の人材に関して議論を行った。 
 2024 年 7 月から、実証実験に協力依頼のための事業者やボランティアグループ、一般市

民に対する説明会を現地で複数回実施し、事業者用の登録と、一般利用者用の登録を行っ

た。一般利用者への周知は、最上町のデジタル広報の他、最上町で開催されている祭りでデ

ジタル地域通貨説明ブースを設け、関心を持った町内の人に加入してもらった（図 21）。

2024 年 10 月から 2025 年１月を実証実験期間として、流通の経路やパターン等のデータを

収集し、2025 年 3 月に最上町でフィードバックセミナーを実施する。今回の実証実験の結

果をもとに、本格的にデジタル地域通貨を導入するためのデザイン検討を行う予定である。 



26 

 
図 21 デジタル通貨流通実証実験参加者募集の広報 

 
 

なお、本プロジェクトで実施している試験流通では、第 1 段階で設定したゴールを達成す

ることを目的にすることを確認し、図 22、図 23 に示しているように、発行組織には

RISTEX メンバーと最上町のメンバーがそれぞれ入って進めていくことについて共有を図っ

た。 
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図 22 電子地域通貨実装に向けたステップ整理 

 

 
図 23 で示達地域通貨発行組織 
（出典：吉田昌幸作成） 

 
 本プロジェクトで開発したデジタル地域通貨では、薪や木質ペレットの購入や利用（脱炭

素）、地域の子どもの見守りや除雪などの助け合いの推進（ボランティア）、地域内での消

費促進による地域経済循環の推進（経済循環）、健康活動で得たポイントをデジタル地域通

貨に交換する健康活動の習慣化（福祉）、という 4 つの分野の活動を促す仕組みを導入し

た。 
特徴として、薪やペレットの取引は、取引量に応じて脱炭素ポイントが還元される仕組み

を導入していること、取引の種類によってスタンプを集めることができ、集めたスタンプの

種類が多ければ多いほど、ポイント還元が大きくなる仕組みを導入したことが特徴である

（図 24）。 
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図 24 プロジェクトで開発したデジタル地域通貨全体の流通イメージ 

 
 
 

3-3．今後の成果の活用・展開に向けた状況 
 
 日本には豊富な木質バイオマス資源があるが、森林資源を利用することによる経済的、環

境的、社会的な便益は可視化されていないため見過ごされている。これらの価値を理解した

うえで、木質バイオマス資源を活用することは、地域の経済や社会だけではなく、脱炭素社

会への貢献が期待できる。特に、脱炭素効果は、CO2 クレジットの創出という新たな経済

的メリットを創出できる可能性がある。今回開発したデジタル地域通貨には、取引履歴が残

るため、地域全体でどの程度木質バイオマスを使っているのか、またそれによってどの程脱

炭素に貢献したのか、データの蓄積が可能である。これらのデータを取りまとめて CO2 ク

レジットできる可能性があるため、経済的にも持続可能なシステムを構築できる可能性があ

る。木材価格が低迷し、林業従事者の高齢化や減少によって、森林が荒れていく一方で、可

視化されていない価値を評価し、その価値を地域で理解し利用していくことは、脱炭素社会

や循環社会の形成に寄与することが期待できる。 
また本プロジェクトでは、全国各地域で実施した調査結果をもとに、山形県最上町の地域

課題と特性に合わせたデジタル地域通貨をデザインし、2024 年 11 月現在も流通実証実験の

途中である。特定の地域を対象にしたデジタル地域通貨であるが、地域課題や特性は地域に

よって異なるため、地域通貨のデザインについては、それぞれの地域によって異なる。本プ

ロジェクトでは、デジタル地域通貨をデザインするためにゲーミング・シミュレーションや

ワークショップを実施しており、この方法論は他地域でも応用が可能であり、それぞれの地
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域に合ったデザインを作ることが可能である。過疎地域には様々な課題が山積しているが、

森林資源など、すでにある地域資源を活用することで、新たな価値を創出することも可能で

あり、価値の見える化や、理念の共有は、デジタル地域通貨のようなツールは有効である。

ただし、分野超えた価値の創出であるため、実装のためには、複数の担当分野の協力が必要

であり、また理念を共有するための周知方法の工夫が必要である。 
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4．研究開発の実施体制 

4-1．研究開発実施者 
（1）環境・共生グループ（リーダー氏名：三浦 秀一） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 

三浦 秀一 ミウラ シュ

ウイチ 

東北芸術工科大

学 

デザイン工学部

建築・環境デザ

イン学科 

教授 

原科 幸爾 ハラシナ コ

ウジ 

岩手大学 農学部 教授 

山本 信次 
ヤマモト 

シンジ 
岩手大学 農学部 教授 

 
（2）社会共生グループ（リーダー氏名：豊田知世） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 

豊田 知世 
トヨタ ト

モヨ 
島根県立大学 地域政策学部 准教授 

横田 樹広 
ヨコタ シ

ゲヒロ 
東京都市大学 環境学部 教授 

山崎 慶太 
ヤマザキ 

ケイタ 
島根県立大学 地域政策学部 特別研究員 

吉田 昌幸 
ヨシダ マ

サユキ 
上越教育大学 

大学院学校教育

研究科 
教授 

藤原 正幸 
フジワラ 

マサユキ 

公立大学法人公

立小松大学 

生産システム科

学部 
助教 

小林 重人 
コバヤシ 

シゲト 

公立大学法人札

幌市立大学 
デザイン学部 准教授 

宮崎 義久 
ミヤザキ 

ヨシヒサ 
宮城大学 

事業構想学群地

域創生学類 
准教授 

 

4-2．研究開発の協力者・関与者 
 

氏 名 フリガナ 所 属 役 職 協力内容 

竹林 征雄 タケバヤシ 

マサオ 

日本サスティ

ナブルコミュ

ニティ協会 
顧問 調査実施の助言、協力 
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宮崎 賢一 ミヤザキ ケ

ンイチ 

竹中工務店木

造・木質建築

推進本部 
副部長 調査実施の助言、協力 

澤田 直美 サワダ ナオ

ミ 

日本木質バイ

オマスエネル

ギー協会 
室長 調査実施の助言、協力 

内藤 昌典 ナイトウ マ

サノリ 内藤鋼業 代表取締

約 政策提案、調査実施の助言、協力 

澤 秀俊  サワ ヒデト

シ 

高山市 NPO
法人エネルギ

ーアカデミ- 
事務局 調査実施の助言、協力 

菅野 由以 カンノ ユイ 高山市環境政

策部    調査実施の協力 

來田 忍 キタ シノブ 
岩手県一戸町

総務部まちづ

くり課 
主査 調査実施の協力 
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5．研究開発成果の発表・発信状況、アウトリーチ活動など 

 

5-1．社会に向けた情報発信状況、アウトリーチ活動など 
5-1-1．情報発信・アウトリーチを目的として主催したイベント（シンポジウムなど） 
 

年月日 名 称 場 所 概要・反響など 参加人数 
2022 年 11
月 25－26
日 

シンポジウム「森林

資源を活用した脱炭

素地域づくり～地域

通貨とニューコモン

ズを視野に～ 」 

愛媛県内子町・

オンライン併用 
森林資源を活かし

「脱炭素社会、地域

通貨を含めた地域循

環経済づくりなどの

持続可能な地域循環

共生圏でのシナジー

効果」の具現化を目

指し、「企業、自治

体、市民、地域外の

大学、企業」が協業

する新しいかたち、

ニューコモンズにつ

いて報告、討議し

た。 

約 100 名 

2023 年 1
月 27 日 

RISTEX プロジェ

クト間連携セミナ

ー「プロジェクト

現場からの科学と

政策の戦略的共進

化に向けて」、「農

林業生産と環境保

全を両立する政策

の推進に向けた合

意形成手法の開発

と実践」（代表 東
京大学 香坂 玲）

との連携セミナ

ー、 
 

オンライン 香坂 PJ との連携セミ

ナー開講。お互いの

プロジェクト内容に

ついて報告し、現地

の実務者や政策担当

者（市町村）から研

究内容および実装に

向けの課題などにつ

いてコメントいただ

いた。 

約 30 名 

2024 年 4
月 22 日 

シンポジウム「化石

文明から、再エネ

文明へ～森林・バ

イオマスを生かし

た脱炭素まちづく

オンライン 内子町シンポジウム

から 1 年企画。地域

の森林資源を活用す

る脱炭素のまちづく

りをめざし、地域循

約 100 名 
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り～」 環型社会・経済シス

テムへの取組みにつ

いて議論した。 
 
5-1-2．研究開発の一環として実施したイベント（ワークショップなど） 
 

年月日 名 称 場 所 概要・反響など 参加人数 
2023 年 9
月 30 日～

10 月 1 日 

環境経済政策学会

2023 年度大会、企画

セッション「木質バ

イオマス熱と地域通

貨」 

湘南大学 企画セッションでは 5
名が報告し、香坂 PJ か

ら各報告に対するコメ

ントいただき、ディス

カッションを行った。 

約 50 名 

2023 年 11
月 22 日 

プロジェクトサイト

ワークショップ 
山形県最上町 最上町での地域通貨流

通デザインのためのワ

ークショップを実施し

た。 

20 名 

 
 
5-1-3．書籍、DVD など論文以外に発行したもの 
（1）豊田知世「第 6 章 脱炭素化の地球環境 SDGs ネクサス 」、谷口真人編著（2023）

『SDGs 達成に向けたネクサスアプローチ―地球環境問題の解決のために―』、共生出

版． 
（2）豊田知世・吉田昌幸「第 4 章 ゲーミング・シミュレーションを用いた持続的な木質バ

イオマス熱利用のための地域通貨導入プロセスの設計」、 pp107-122、 香坂玲『人口

減少期の農地管理と合意形成 農林業生産と環境保全の両立を目指して』、ナカニシヤ

出版 
 
5-1-4．ウェブメディア開設・運営 

（1） デジタル地域通貨 GeneWeb サイト https://www.gene-dcc.jp 2024 年 10 月立ち上

げ 
 

5-1-5．学会以外（5-3．参照）のシンポジウムなどでの招へい講演 など 

 （1）原科幸爾  「オーストリアと岩手県における森林と木質バイオマス利用」、SDGs と

新しいコモンズを念頭に森林資源活用による「持続可能な地域づくり」研究会、2021
年 11 月 27 日、神奈川大学. 

（2）三浦秀一  「多様な再生可能エネルギーの活用－木質バイオマス熱利用で達成する

カーボンニュートラル－」、JIA2050 カーボンニュートラル連続セミナー、2021 年

12 月 16 日、日本建築家協会主催オンライン． 
（3）三浦秀一  「冬期エネルギー需給対策としてのバイオマスと再エネ熱需要家として

の建築」、2021 年 12 月 22 日、日本木質バイオマス協会主催オンライン． 
（4）三浦秀一  「エコ住宅・再エネで脱炭素地域づくり」、気候市民サミット 2022～脱

炭素へのシステム転換の兆しと展望～、2022 年 3 月 4 日、気候ネットワーク主催オ

ンライン． 

https://www.gene-dcc.jp/
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（5）山崎慶太 : 神奈川大学法学研究所主催第８回ワークショップ 持続可能な地域づく

りのために、 ローカル・コモンズとしての森林資源の活用に焦点を当てて パネル

ディスカッション座長、 2022 年 3 月 19 日、神奈川大学みなとみらいキャンパス４

F 米田吉盛記念講堂． 
（6）山崎慶太：シンポジウム 森林資源を活用した脱炭素地域づくり～地域通貨とニュ

ーコモンズを視野に～ 「ニューコモンズと地域通貨 ～木の橋、水車、内子座＋木

質バイオマス発電」 第三部地域通貨とまちづくり報告、2022 年 11 月 26 日、内子

町共生館． 
 

5-2．論文発表 
 
5-2-1．査読付き（ 5 件）  

（1） 山﨑慶太・横田樹広・東郷佳朗・川瀬博・豊田知世・竹林征雄(2021)「木質バイ

オマスエネルギーを活用した持続可能な地域循環システムを促進する社会・経済

的取組」、 環境情報科学、50(2)、pp101-110. 
（2） 山崎 慶太・平野 勇二郎・高口 洋人・豊田 知世・宮崎 賢一(2023)「木質バイオ

マス熱電供給を用いた地域循環システムのエクセルギー解析による評価」、環境情

報科学 学術研究論文集 37、 pp. 20-26、 pp. 20-26. 
（3） 山崎慶太、横田樹広、豊田知世、吉田昌幸(2022)「木の駅」活動の地域区分に応

じたステークホルダーの環境・社会価値構造、環境情報科学 学術研究論文集

36、 pp.179-184. 
（4） Kosuke Miyatake、 Masahiko Haraguchi、 Tomoyo Toyota、 Yu Nagai、 

Makoto Taniguchi(2024)、 ‘Feed-in-tariff is key to Japan's current biomass 
power's viability、 even with environmental externalities’、 Environmental 
Research Communications、 6(5)、 055018-055018. 

（5） 山﨑慶太・平野勇二郎・横田樹広・豊田知世(2024)「木質バイオマス熱電供給を

用いた地域循環システムの地域内乗数、域内所得による評価」、 環境情報科学学

術研究論文集（採択済み） 
 
5-2-2．査読なし（ 2 件） 

（1） 原科幸爾 (2022) 木質バイオマスに依拠した地域循環共生圏の形成 ―熊本県阿蘇 
小国郷の事例―. 日本地域政策研究 28、 22-27. 

（2） 山﨑慶太：森林資源の持続的利用と地域循環システムを促進する環境・社会・経

済条件に関する研究、東京都市大学大学院環境情報学研究科博士論文、2024.3.19 
 

5-3．口頭発表（国際学会発表及び主要な国内学会発表） 
（1） 山崎慶太、横田樹広、豊田知世、「木の駅活動の地域性に応じたステークホルダーの

環境・社会価値構造」、環境情報科学センター、オンライン発表、2022 年 12 月 12
日 

（2） Toyota、 T、 Haraguchi、 M. and Taniguchi、 M. Visualizing the social、 
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Geophysical Union 2021、 SY15E、 Dec. 13、 2021.  
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戸)、 10、 461-464. 

（5） 山崎慶太・豊田知世（2022）、 「地域内乗数を用いた木質バイオマスエネルギー利

活用による地域循環共生圏の見える化」、 2022 年 10 月 2 日、 環境経済・政策学

会 2022 年大会.  
（6） Masahiko Haraguchi、 Tomoyo Toyota、 Kosuke Miyatake and Makoto 

Taniguchi(2023)、 ‘Comprehensive cost-benefit analysis of biomass power 
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2023 in Thailand (Online)、 Feb. 2023. 

（7） Masayuki YOSHIDA、 Tomoyo TOYOTA、 Shuichi MIURA、 Shigeto 
KOBAYASHI、 Yoshihisa Miyazaki、 Masayuki FUJIWARA (2024) 
‘Development of a digital community currency system to promote the use of 
woody biomass thermal energy: A case study of Mogami、 Japan、’ The 
proceedings of 7th Biennial RAMICS International Congress、 Rome、 Italy 
(November 7th、 2024) 

 
 
5-3-1．招待講演   （国内会議 2 件、国際会議 0 件 
（1）山崎慶太（島根県立大学）、カーボンニュートラルと社会変革、第 27 回研究発表会

電気学会東京支部埼玉支所、埼玉新都心ビジネス交流プラザ 4 階 A 会議室、2024
年 3 月 5 日  

（2）山崎慶太（島根県立大学）、森林資源を活用した地域循環システムの環境・社会・経

済的取組、東京芝浦工大 TDS（脱炭素社会を語る会）、オンライン発表、2024 年 6
月 28 日 

 
5-3-2．口頭発表   （国内会議 8 件、国際会議 0 件） 
（1） 吉田昌幸「地域塚導入デザイン手法の開発について：ゲーミング･シミュレーショ

ンを用いた導入政策」環境経済･政策学会、2023 年 10 月 1 日 東海大学 
（2） 横田樹広・山崎慶太：木質バイオマスエネルギー利用における地域通貨を介した社

会的価値の創出 -岐阜県高山市における補助金活用市民と「木の駅」参加市民の意

識の比較を通じて-、2023 年 10 月 1 日、環境経済・政策学会 2023 年大会、要旨

2p． 
（3） 豊田知世「木質バイオマス熱利用による経済循環効果と地域通貨の役割 島根県津

和野町の事例 」環境経済･政策学会、2023 年 10 月 1 日 東海大学. 
（4） 山崎慶太・豊田知世他：木質バイオマスエネルギーの活用による脱炭素と経済波及

効果の評価、第 32 回日本エネルギー学会大会 7-1-4、2023.08.08 
（5） 山崎慶太・豊田知世他：エクセルギー解析を用いたバイオマスエネルギー利活用に

よる地域循環共生圏の見える化 -その２ 川上から川中、川下までのエクセルギー

消費パターン解析、令和 5 年度空気調和・衛生工学会大会学術講演論文集、389-
392、2023.09.06 

（6） 山崎慶太・豊田知世他：木質バイオマス熱電併給が地域の環境及び経済循環にもた
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らす効果、木材利用システム研究会、28-34、2023.09.14  
（7） 山崎慶太・豊田知世（2024）「エクセルギー解析を用いたバイオマスエネルギー利活

用による地域循環共生圏の見える化 その 3 川下の熱電供給施設での温泉施設の熱

需要とのマッチングの検討」、 2024 年 9 月 12 日、令和６年度空気調和・衛生工

学会大会 
（8） 山崎慶太・横田樹広（2024）「森林資源を活用した地域循環システムの環境・社会・

経済的取組」、 2024 年 8 月 28 日、 2024 年度日本建築学会大会（関東） 
 

 
5-3-3．ポスター発表 （国内会議 2 件、国際会議  件） 
（1） 吉田昌幸・豊田知世・三浦秀一「木質バイオマス熱エネルギー活用を通じた地域経

済社会の持続的発展のためのデジタル地域通貨導入政策の研究」進化経済学会、

2024 年 3 月 16 日 福井県立大学． 
（2） 山﨑慶太・横田樹広・豊田知世 (2022)、 「木質ﾊﾞｲｵﾏｽｴﾈﾙｷﾞｰ の活用による脱炭

素効果と地域経済波及効果の評価」、 環境情報科学センター、 オンライン発表、 
2022 年 12 月 5-12 日. 

 
 
 

5-4．新聞報道・投稿、受賞など 
 
5-4-1．新聞報道・投稿 
 該当なし 
5-4-2．受賞 
 （1）学術委員長賞を受賞:山崎慶、横田樹広、豊田知世、「木の駅活動の地域性に応じた

ステークホルダーの環境・社会価値構造」、環境情報科学センター、オンライン発

表、2022 年 12 月 12 日． 
 
5-4-3．その他 

該当なし 

5-5．特許出願 
5-5-1．国内出願（ 0 件） 
  
5-5-2．海外出願（ 0 件） 
 

6．その他（任意） 
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